
令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

　　国交省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
福島県又は避難指示・
解除区域市町村等以外
の者が負担する額を減

じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

132,149 132,149 105,719

＜132,149＞ ＜132,149＞ ＜105,719＞

(0) (0) (0)

395,382 395,382 345,959

＜395,382＞ ＜395,382＞ ＜345,959＞

(0) (0) (0)

125,755 125,755 110,035

＜125,755＞ ＜125,755＞ ＜110,035＞

(0) (0) (0)

33,146 33,146 29,002

＜33,146＞ ＜33,146＞ ＜29,002＞

(0) (0) (0)

6,765,106 6,765,106 5,073,829

＜6,765,106＞ ＜6,765,106＞ ＜5,073,829＞

(0) (0) (0)

4,738 4,738 3,553

＜4,738＞ ＜4,738＞ ＜3,553＞

(0) (0) (0)

117,190 117,190 87,892

＜117,190＞ ＜117,190＞ ＜87,892＞

(0) (0) (0) (0) (0)

7,573,466 7,573,466 5,755,989 0 0

＜7,573,466＞ ＜7,573,466＞ ＜5,755,989＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

合計額

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

3/4

直接 1/2

3/4

116 (1) - 12 - 2

115 - 10 - 10

浪江町 直接2

浪江町公共下水道施設整備事業(一団
地・基金型)

浪江駅周辺地
区

町 浪江町

町 浪江町 直接

114 (1) - 8 -

1/2津島防災備蓄倉庫整備事業 津島地区

一団地の復興再生拠点市街地形成施設
事業(基金型)

浪江駅周辺地
区

町 1/2

(1)

 
 浪江町再生賃貸住宅用地取得造成事
業(津島地区)

 津島地区  町  浪江町  直接106    2  - (1)  -    7  -

浪江町 直接 3/4113 (1) - 5 - 4
浪江町再生賃貸住宅整備事業（権現堂
地区）

浪江駅周辺地
区

町

105   (1)  -    5  -   3

  2  -96  ◆  (1)  -  13  -

 
 浪江町再生賃貸住宅整備事業(津島地
区)

 津島地区  町  浪江町 -

 浪江町  直接 ―  1  復興海浜緑地(多目的広場)整備事業  浪江町地内  町

 直接

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

経産省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

2,265 2,265 1,698

＜2,265＞ ＜2,265＞ ＜1,698＞

(0) (0) (0) (0) (0)

2,265 2,265 1,698 0 0

＜2,265＞ ＜2,265＞ ＜1,698＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

合計額

            

 

 浪江町  直接 3/4

      

  7  -   浪江町企業誘致促進事業  浪江町地内  町63   (6)  -  46  -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

文科省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

561,891 561,891 421,418

＜561,891＞ ＜561,891＞ ＜421,418＞

(0) (0) (0) (0) (0)

561,891 561,891 421,418 0 0

＜561,891＞ ＜561,891＞ ＜421,418＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

合計額

浪江町 直接 1/21 - 浪江町埋蔵文化財発掘調査事業 浪江町地内 町60 (1) - 17 -

―

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

農水省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

49,905 49,905 49,905

＜49,905＞ ＜49,905＞ ＜49,905＞

(0) (0) (0) (0) (0)

49,905 49,905 49,905 0 0

＜49,905＞ ＜49,905＞ ＜49,905＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

合計額

    ―         

 

 浪江町  直接 定額

     

  3  -  
 農山村地域復興基盤総合整備事業（営
農再開支援水利施設等保全事業）（基金
型）

 浪江地区  町73   (5)  -  40  -

 定額・1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

厚労省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

3,938 3,938 2,625

＜3,938＞ ＜3,938＞ ＜2,625＞

(0) (0) (0)

37,499 37,499 24,999

＜37,499＞ ＜37,499＞ ＜24,999＞

(0) (0) (0)

93,963 93,963 62,642

＜93,963＞ ＜93,963＞ ＜62,642＞

(0) (0) (0) (0) (0)

135,400 135,400 90,266 0 0

＜135,400＞ ＜135,400＞ ＜90,266＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

合計額

―

浪江町水道施設整備事業（基金型） 浪江町地内 町 浪江町 直接 1/3117 (2) - 20 - 5 -

107   (2)  -  20  -   5

  4  -82   (2)  -  20  -

 -  直接 1/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  浪江町水道施設整備事業（基金型）  浪江町地内  町  浪江町

 浪江町  直接 1/3  浪江町水道施設整備事業  浪江町地内  町

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp


令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

復興庁
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

3,977 3,977 2,982

＜3,977＞ ＜3,977＞ ＜2,982＞

(0) (0) (0)

21,403 21,403 16,052

＜21,403＞ ＜21,403＞ ＜16,052＞

(0) (0) (0)

2,364 2,364 1,773

＜2,364＞ ＜2,364＞ ＜1,773＞

(0) (0) (0)

112 112 84

＜112＞ ＜112＞ ＜84＞

(0) (0) (0)

3,721 3,721 2,790

＜3,721＞ ＜3,721＞ ＜2,790＞

(0) (0) (0)

12,960 12,960 9,720

＜12,960＞ ＜12,960＞ ＜9,720＞

(0) (0) (0)

112,860 112,860 84,645

＜112,860＞ ＜112,860＞ ＜84,645＞

(0) (0) (0)

10,850 10,850 8,137

＜10,850＞ ＜10,850＞ ＜8,137＞

(0) (0) (0) (0) (0)

168,247 168,247 126,183 0 0

＜168,247＞ ＜168,247＞ ＜126,183＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

120   (7)  -  49  - 10

9 浪江町起業家呼び込み・育成事業119 (7) - 49

 

-

118 (7) - 49 - 8 移住者向け住宅支援事業

  6  -

移住相談・チャレンジ拠点整備事業

  課題解決型地域活動支援事業

 (7)  -  49  -

103   (7)  -  49  -

 移住・定住促進結婚支援事業101   (7)  -  49  -   4  -  

  移住検討者お試し宿泊事業100    3  -

 -99   (7)  -  49  -   2

  1  -   移住・定住情報発信事業98   (7)  -  49  -

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  移住・定住相談窓口体制整備事業

（様式１－４）

帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年1月時点

No. 事業番号
（注１）

事業名
（注２）

mailto:namie-0694@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
mailto:namie-0766@town.namie.lg.jp
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令和4年度 　帰還・移住等環境整備事業等

内閣府

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

4,505 4,505 4,505

＜4,505＞ ＜4,505＞ ＜4,505＞

(0) (0) (0)

127 127 127

＜127＞ ＜127＞ ＜127＞

(0) (0) (0)

14,753 14,753 14,753

＜14,753＞ ＜14,753＞ ＜14,753＞

(0) (0) (0)

41,211 41,211 41,211

＜41,211＞ ＜41,211＞ ＜41,211＞

(0) (0) (0)

78,292 78,292 78,292

＜78,292＞ ＜78,292＞ ＜78,292＞

(0) (0) (0)

15,063 15,063 15,063

＜15,063＞ ＜15,063＞ ＜15,063＞

(0) (0) (0) (0) (0)

153,951 153,951 153,951 0 0

＜153,951＞ ＜153,951＞ ＜153,951＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 企画財政課財政管財係 古田 　聡 虷澤 　真美
市町村名 電話番号 0240－34－0237 namie-0694@town.namie.lg.jp namie-0766@town.namie.lg.jp

合計額

-

浪江町 直接 定額除染検証による線量低減対策事業 浪江町地内 町

直接 定額自家消費野菜等放射能検査事業 浪江町地内 町 浪江町8

7 -11 (3) - 23 -

(3) - 23 -

27 (3) - 23 -

水道水に対する住民の不安解消事業 浪江町地内 町 浪江町 直接 定額

定額

8 (3) - 23 - 6 -

放射線測定器校正事業 希望する世帯 町 浪江町 直接5 5 -

-

浪江町 直接 定額

3 (3) - 23 - 3

1 - 外部被ばく線量測定事業
希望する町民
等

町1 (3) - 23 -

直接 定額

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

甲状腺検査事業

二本松市
安達運動場仮
設住宅内津島
仮設診療所

町 浪江町

（様式１－４）

浪江町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和4年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体
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